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職後外務省の文書管理（長谷川）
インド、ネパール、パキスタン、及びセイロンに関する外交政策」（のち南西アジア課）とし、
lll植民地が独立したことにより東南アジア諸国への経済外交を推進するためアジア)ij内の組織
改編が行われたといえよう。
経済外交を推進するためには、必然的に外務省アジア局の担､'1課だけでなく経済Aj(のちに
経済協ﾉJ),jも加わる）などが関わることとなる。すなわちアジアルjの場合において「案件に
よってはI則係)Ij課か多く」なったfll!lllは、とりわけ経済IAiでの協縦の際に処》I1I!j課のみならず、
経済I!!jなどとの協議が必要となり一つの案件が複数の関係Ij課に跨る'l；例が1WDIIしたことにあ
る。これにより文蒋の分散整剛がなされるようになったことから､｢担､11課において記録の稚理」
を行うこととなった一要因として挙げることができる58)。
処､'1課でのファイル作成が行われるようになり、仕事爺は一挙に増大することとなった。で
は、外交r『にとって文書管理とはどのような職務であったのか。一例として、IIIIKI課長時代に
文ill:細纂・外交記録公開準備を行った浅井基文氏59)は、今'i時の状況を以下のように語る。
外務省の文書管理というのは、ほんとに率直に言って仕9jiが増えるという葱'識だったと
思いますね。〔中略〕私も課長時代に一、二やったことがありますけど、ほんとに辛かった
ですね。その作業でもほんとに全部文書に目を通さなきゃいかんわけでしよ。で、第一義
的にこれでいいかどうかということを判断して、また上に上げていくわけですけども、そ
のためにいかに他のサプスタンス、サブの外交実務に影稗が出てくるかとo逆に言うと、
いかにそれによって時間が取られて、サブのことに手をかける時間が奪われるか、失われ
るか。それがもう非常に苦揃としてありましたね。それはおそらくJi時、私がいたころの
感覚としては、みんなが共有してたんじゃないかと思うんですね60)｡
｣'1時の外交官にとって文書を編纂することは、非常に煩わしい仕事であったことが理解でき
よう。また、ファイルに綴じられる文書の選別・編纂・公開準備などの作業も、処､'1課におい
て行われていた61)｡すなわち、外交を行うことが本来のll的である外交向にとって、丈ilfの編
纂は主たる外交の仕事を行う上で、大きな支障を伴う作業であると認識されていたのである。
担､'1課に文ill:の編纂を事実上一任することにより、文III課の位附づけは変化した。そもそも
戦後各宵庁において文書課に配属されることの意味合いは大きく異なる。例えば大蔵竹などは
戦前から文il}:課に配属されることは、出世コースであった。一方戦後外務省においては、文書
課に配属されることは、出世コースとして位置づけられることはなかったようだ。文,ll:課・文
書管理の状況は以下のようであった。
58）本稿ではアジア局の組織改編と文書管理の関連性の一事例にとどめた。今後は、アメリカ局、条
約)j，lXl連局などを踏まえた外務省の組織改編と文書管理の関連性を検証する必要があろう。
59)1963年外務省入省、1966年アジア局中国課、1968年条約局条約課、1978年条約局同際協定課長、
1983年アジア局中国課長、1985年アジア局地域政策課長、1990年外務省辞職。
60）浅井基文氏インタビュー（2013年4月4日、於中央大学多摩キャンパス)、インタビュアー：服部
龍二氏、中島琢磨氏、若月秀和氏、木村隆和氏、筆者。
61)II1上。
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文書課長、電信課長、人事課長、会計課長、これは四大課長といわれまして、課長の中
でも最もシニアの人がなるポストだったんですよ。だけどその際、文書課長っていったら、
みんななり手がなかったんです｡[中略〕やっぱり外務省というのは、俺たちが外交をやる
んだという意識がありますから62)。
この発言は一外交官の見方ではあるものの、多くの外交官にとって文書管理というのは、副
次的業務であったことが窺える。それは、外交官として行うべきことは「外交」であり.、その
ため文書管理の意識が希薄となったのである。戦前において石井菊次郎顧問官は「書類整理ノ
完否ハ、結局外交ノ勝敗ヲ決スルモノナリ」と語っている63)oしかし戦後において文書編纂体
制が担当課に事実上一任されたことで生じた仕事量の増加は、外交官の文書管理への意識を希
薄にさせた一要因であったとも言えるのではないだろうか。
1955年以降の文書編纂方法の変化により、1961年に「外務省文書編さん規程」が改正される
こととなった64)。ここでは「文書」を「公信、電信、その他国書、親書、条約書等公務に関す
る一切の書類｣、「記録文書」を「文書課に引き継がれた文書｣、「記録」を「記録文書を編さん
したもの」と定めている。これまでの編纂方法の変化を見てきて明らかなように担当課に留置
かれているものは「文書」として定義されている。それは「文書課への引き継」ぎがなければ、
「記録文書」でも「記録」でもなかったことが分かる。すなわち、重要文書の多くはいつまで
も文普課へ引き継がれることはなく、担当課において管理されることとなったのである。
最後に編纂された文書を如何に管理したのかを文書管理規程に則してみていく。（表4）は昭
和6年5月18日「文書保管、保存及廃棄規程｣65)と、昭和36年9月1日改正「外務省記録及び
記録文書保管、保存、廃棄規程」を比べたものである66)。当時の保存年限において、戦前は原
則永久保存となっており、5年以上保存して保存の必要のないものについては廃棄と定めてい
る。また廃棄の際は、廃棄目録を作成し、次官の決裁を求めると定めている。
一方戦後に改正された文書管理規程では、保存年限が永久・10年・5年・1年保存となって
表4戦前・戦後の文書管理規程
｜耽前の文書管理規程
保存年|眼|原則として保存
戦後の文脅管理規程
永久保存・10年保存・5年保存・1年保存
廃莱 5年以上保存し要なきものは廃棄
→廃棄目録作成の上、次官決裁
関係目録に廃棄の記載(文普保存廃棄類分基準により）
→次官決裁なし
戦前の文番編纂規程：「外務省記録保管、保存及廃棄規程」（昭和6年5月18日外務省制定)。
職後の文書編纂規程？「外務省記録及び記録文瞥保管、保存、廃棄規程」（昭和36年9月1日改正)。
62）
63）
64）
65）
6）
同上。
前掲、『外務省の百年』下、1300頁。
昭和36年9月13日外務次官決裁「外務省文書編さん規程改定」（前掲、中野目・熊本編『近代日本
公文書管理制度史料集｣）504頁。
昭和6年5月18日、外務省「外務省記録保管、保存及廃棄規程」（同上）491頁。
II召和36年8月30日（外務次官）決裁、「外務省記録及び記録文書保管、保存、廃棄規程改正」（同
上）501-504頁。
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おり、年限を経過したものから廃棄することとなった。廃棄の際は官房長の決裁を仰いだ。す
なわち、廃棄について戦後では、次官の決裁を必要としないことからより簡素化されたものと
なったのである。規程改正の一理由として、行政管理庁が主導した行政能率lhj上をl叉1つたため、
外務省もそれに呼応するかたちで文書廃棄の手続きを簡素化したことが指摘できる67)。しかし、
文書管理に大きな変更を及ぼすものではなかった。
その後の外務省の文書管理は1980年に「外務省主祷文諜、記録文bli符即規程」68)ができ、､同
年に簿冊編纂を中止し、「新文書補理システム」を導入することになる。この時期に外交記録の
特色は大きな変化があったことが推測されるものの、現在では資料的制限もあり検討が不可能
であるため今後の課題とする。
以上のように、日本がサンフランシスコ講和条約を調印し、外交権がl''l復したことにより、
文書管理体制も変化することとなった。その大きな変化のひとつとして文11}:編纂方法が担当課
に事実上一任されたことが挙げられ、ここにこそ外交権I1JI復後における外交記録の特徴を見る
ことができよう。一例として挙げたアジア局の場合では、1950年代から相次いだ東南アジア諸
国の独立や朝鮮戦争による南北分断、いわゆる「二つの中'五l」へ対応するため組織改編を行っ
た。日本は経済外交を推進しようとしていたことから、省内においても地域主管課（中l玉I課や
東南アジア課など）だけでなく、経済局など多くの関係局課が関わることとなった。そのため、
文書の分散管理がおこなわれ利便性に欠けることから、担当課における文ilfの仮綿纂が行われ
た。
つまり、文害の分散管理のIIII題は解決された一方で、文I1I:課の位|iづけは低ドし、文耆管理
という意識は担’'1課において希薄になったことが指摘できる｡それは外交'l.{の一義的業務は｢外
交」を行うことにあり、文ill:管即をすることは副次的作業であるというi恕拙であったからであ
ろう。
おわりに
本稿では、外交記録公開の経緯とその変質、戦後外務省での文ilf管理について占領期・日本
の外交権回復後を中心に論考してきた。以下では各節ごとにまとめ、外交記録公開の意義とそ
の問題点について述べることとする。
第1節では、外交記録の公開から現在に至るまでの経緯を3期に大別し整理した。外交記録
は当初外務省の行政サービスとして公開が開始された。諸外l玉lが公|刑の30年原則を採用する中
で、外務省が公開する資料に対し盗意的であると批判を受けた。そうした中で2Ml年より「情
報公開法」が施行されたことで、これまで利用できなかった現川文ilf・半現lll文書の利用も一
部可能となる。ここで生じたことは日米間のいわゆる「密約」問題に代表されるように、本来
外務省で保存されるべき文書が管理、保存されていないことである。この問題を受け外務省は
67）前掲、瀬畑「公文書をつかう｣、50-51頁。行政管理庁行政管理二十五年史編集委貝会編「行政管理
庁二十五年史」（行政管理庁、1973年)、737頁。
68）昭和55年月日欠外務省訓令第6号「外務省主管文書、記録文書管理規程」（前掲、中野ll･熊本編
「近代日本公文書管理制度史料集中央行政機関編｣)505-510頁。
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独自の移管・公開体制を開始した。ただし、これはあくまで移管・公|刑に限定したものであり、
作成から利用までに至るレコードスケジュールを定めたものではなかった。この問題を解決し
たのが2011年に全面施行された「公文壽管理法」である。ここでの変化は今まで行政サービス
として利川されてきた外交記録が、国民の権利として利川可能となったことにある。つまり、
外交記録公IIM制度の整備過程とは、行政サービスでの公開から、法令にﾉ脾づく公|；M体制が確立
されたことにあるといえる。
節2節では、,1imlUIにおける外務省の文書管理を検討した。、'i該期における文,ll智瑚の特徴
は、記録の分獺において兇川すことかできよう。外務省は敗戦後まずおこなったことが、戦時
下で疎|淵させていた記録・lxl祥の1口l収整理作業であった。IIII収幣III!作堆が一定の完了をみるの
と時を|01じくして、文il婿理の方法を改める。それは分類において戦前の「ABC分類」を踏襲
するかたちで「A'B'C'分類」を新たに作成することとし、戦前の外務肯記録とは特徴を異に
する新たな分類方法を策定したことにあった。従来の「ABC分類」ではiit要記録の大部分が焼
失しており、それまでの分類方法では脈絡を欠き、終戦時以降の文ill:整理の堆準としては適当
でなかった。すなわち、占領下において外務省の最優先課題はGHQとの折衝にあり、そこで発
生する文il}を如何に保符・管理するかにあったのである。これが占領期における文書管理の特
徴ということができよう。
第3節では、サンフランシスコ講和条約調印により、日本の外交権が1II1復した1950年代から
1960年代lii半を検証対象とした。この時期における文書管理の問題は、IKI際情勢の変化に伴い
一つの案件に対して多くの関係局課が関わり、文書が分散管理されていたことにある。そのた
め敢光葵外NIの桁示で、担当課において留め置く必要のある文ill:の仮綴込が行われたことに特
徴がある。これにより文II;言の分散管理の問題は解決された一方、文,ll:課の位慨づけは低下し、
文iII:管理という愈識は担当課において希薄になったことか指摘できる。その要|川は外交官の一
義的業務は「外交」を行うことにあり、文書管理をすることは刑次的作業であるという認識が
あったことが挙げられよう。
以上のように外交記録の公開、戦後における外務省の文書管理を検討してきた。ただし、こ
れら検証は「はじめに」で述べた通り、外交記録を史料学として検討する上での予備的考察に
過ぎない。今後は上記で述べたような各時代における文書管理の特徴を踏まえた上で、担当局
課が形成した文il$群の個別的検証が必要となるだろう。こうした検証は戦後外交史研究におい
て、IKl際梢勢（冷戦構造など）か変化していくなか日本外務省が如何に対応したのかを文書管
理という視点から分析することを可能とする。これは外務省という組織体を理解する上で重要
なことであり、ひいては戦後官僚制の実態を検証することができよう。
最後に外交記録公開の意義とはなにか、また現段階における公開体fllでの問題点について触
れたい。外交記録公開の意義は、「外交力の強化」につがなるからである69)｡これまでは諸外
国の資料を用いて、ll本外交が論じられてきた。これでは日本外交が受動的に描かれ、日本政
府（外務省）がなぜそのような政策を実施したのかについては明らかにできない。そうしたこ
とから、外交記録公|｝Mの意義は、日本側の視点にたって外交政策を検証できることにある。ま
69）前掲、「｢外交アーカイプズ」の役割について｣、坂元一哉「日米同盟の絆一安保条約と相互性の模
索」（有斐閣、2000年)、iii-iv頁。
－118－
戦後外務省の文jif管理（長谷川）
た、今後外交記録の移符は飛躍的に増加してくる。その中において外交記録を対象とした史料
学的検証が求められよう。
公開体制での問題点について、利jll者の立場として述べておきたい。第1節で述べた通り、
現在移管されるファイルを利｝llするときは、「外交記録移管ll録」を川いる。これは外務省から
外交史料館へ移管されたファイルが||録化され、ウェブ上で閲覧ⅡI能である。しかし現段階で、
分類表に依拠した||録は部分的にしか作成されていない。今後分類表に依拠した||録作成、検
索システム、将来的には外交記録がウェブ上で閲覧III能となることが望ましい。
また現在の利川諭求の〃法では、利川の遅れをまねくことが危'li↓される。「通常審査」として
移管されてきたフアイルは1座に5冊までしか利用論求できず経験的に多くても年20冊程度が
限度であろう。これまでの公IIM実絨を蹄まえ利)ll制限がIﾘlらかにないとわかるファイルについ
ては、審査手続を簡便なものとするなど、法令の改正が求められよう。こうした改善により、
今後さらに「公文III:符理法」にi潤われている「同及び独立行政法人等のｲiするその諸活動を現
在及び将来の国民に説IﾘIする寅務が全うされる」ことが望めるのではないだろうか。
ただし、外交記録公開を充実させるためには、外務省や外交史料館だけの努力にも限界があ
る。むしろ外交史料館は資料を公開する施設であるため、公開・利用には祇極的姿勢であるし、
両者だけに責任があるわけではない。では、外交記録公開を充実させるためにはどうすれば良
いのだろうか。それは以ドの発言かIﾘl暗に表している。
ほんとに〔文il｝符III!を－縦打･註〕ちゃんとやれというならば、人を付けてくださいとい
うことですよ。その人は減らす。定且は削減すると。[!|'略〕これはほんとにもう少しやっ
ぱり〔研究苫の－轆荷註〕皆さんも声を大にして言っていただいたほうがいいと思うんで
すね。ほんとに文II}:を大事にするなら、それだけの人的金銭的組織的手､'iをしろと。そう
いうことを確保してしっかりやるべきだというふうにね70)。
この発言は、外交史を研究する者も考えなくてはならない問題を指摘しているといえよう。
資料を使い研究する者にとって、その資料が管理される現状を知り、なにが問題となっている
のか、またどうすれば改善できるのかを考えなくてはならない。そうしたことから研究者は単
に研究だけするのではなく、こうした省外から組織的な拡充や援助をできるようにするにはど
うすればいいのかという問題と常に向き合って行かなくてはならないのである。
外交官の一義的職務は「外交」を行うことにあり、彼らだけに文ilf管即の改善策を求めるこ
とはできない。適切な文IIf符FI!は、適切な人材確保・人材配i問によって達成される。そのため
には外交・文書管即の専門な知見をｲiする者が配慨され、また適切な文ilド符HI!のシステム作り
を研究する者たちも今後祇極的に考えていく必要があろう。
70)前掲、浅井基文氏インタビュー。
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【補記】
本稿は、2012年度アーカイプズ・カレッジ（長期コース）修r論文「外務省における外交記
録公開制度の一考察」を改稿したものである。執筆に際して、加藤聖文先生（国文学研究資料
館研究部）にご指導いただいた。執筆に際しては多くの方からご助言をいただいた。また、日
頃より資料閲覧・利用請求などでお世話になっている外交史料館職員の方々へも感謝申し上げ
たい。
貴重な経験談をお聞かせくださった浅井基文先生、インタビューにお誘いくださった服部龍
二先生、インタビュアーの先生方にも改めて感謝申し上げたい。
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